
 
消 防 消 第 １ ２ ４ 号  

平成２１年５月１３日 

 

 各都道府県消防防災主管部長 殿 

東京消防庁・各指定都市消防長 殿 

消防庁消防・救急課長 

 

平成２０年度消防職員委員会の運営状況及び 

消防職員委員会の運営に関する留意事項について 

 

 消防職員委員会（以下「委員会」という。）については、平成８年に制度を施行、平成１７年

に意見取りまとめ者制度の創設等の制度改正を行い、委員会制度の円滑な運用と定着が図られ

ているところです。 

消防庁においては、毎年度、消防職員委員会の運営状況調査を実施しているところですが、

平成２０年度における委員会運営状況の調査結果を取りまとめましたので、別添のとおりその

概要をお知らせします。 

 また、今回の調査結果を踏まえて、委員会制度の運営をより一層円滑にするため、留意事項

を下記のとおり通知いたしますので、遺漏のないよう配慮されるとともに、貴都道府県内の市

町村（消防の事務を処理する一部事務組合及び広域連合を含む。）に対して周知徹底されるよう

お願いします。 

 なお、本通知は、消防組織法（昭和２２年法律第２２６号）第３７条の規定に基づく助言と

して発出するものであることを申し添えます。 

 

記 

 

１ 委員会の開催に関する事項 

委員会の開催については、次年度の予算編成を勘案し、毎年度前半に１回開催することを

常例とするとともに、必要に応じ、開催すること。 



２ 職員への通知及び周知に関する事項 

委員会の公正性・透明性をより向上させるという趣旨から、意見提出者及び意見取りまと

め者に対し、当該意見の委員会での審議結果及び当該結果に至った理由を通知するとともに、

消防職員全員に対し、委員会の消防長に対する意見を含めた審議概要を周知すること。 

周知の方法については、各消防本部の実情に応じて、掲示、回覧、書面の配布等、適宜の

方法によって差し支えないこと。 

 

３ 意見取りまとめ者に関する事項 

意見取りまとめ者については、委員会をより効果的かつ円滑に運営するという趣旨から創

設されたことにかんがみ、その活用を図られたいこと。 

この趣旨から、職員から提出された意見は、原則として意見取りまとめ者を経由して委員

会へ提出されることが望ましいものであること。 

また、意見取りまとめ者は、委員会制度の目的の達成に資するよう当該制度の運用に関す

る意見を述べることができるものとされているが、この意見とは、意見の募集方法に関する

意見、意見を提出しやすい環境づくりについての意見、委員会の開催時期や開催に係る周知

についての意見、審議概要の周知方法についての意見などであること。 

さらに、取りまとめた意見について他の意見取りまとめ者と意見交換をし、または意見を

提出する際に他の意見取りまとめ者と共同して提出することも可能であること。 

 

４ 消防長の処置等に関する事項 

 ⑴ 消防長は、委員会の意見の趣旨を尊重して処置するよう努めるものであること。 

 ⑵ 消防長は、委員会の消防長に対する意見及び消防長の処置の結果の要旨を職員に周知す

るものであること。 

 

 

 

 
消防庁消防・救急課 

職員第二係 細川・横山 

TEL：03-5253-7522 

FAX：03-5253-7532 

E-mail：m.yokoyama@soumu.go.jp 



　
別　添

H21.3.31現在

（※　以下の集計は、平成21年3月31日時点の消防本部（806本部）による）
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７  審議状況と処置結果

　（１） 委員会の審議結果
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　（2） 審議結果に対する消防長の処置結果  
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８  平成19年度に審議された意見の実現状況（平成20年度末現在）

　（１） 審議総件数に対する実施状況

 
　（２） 委員会で「実施が適当」に区分されたものに対する実施状況
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９  平成20年度中に実施した主な意見

    ① 勤務条件等に関すること

・ クールビズの実施又は検討

・ 隊員のインフルエンザ予防接種

・ 勤務体制の見直し（一部３部制の試行等）

・ 仮眠室の個室化
・ 庁舎の分煙化

　　② 被服及び装備品に関すること

・ 防寒衣の導入・仕様変更 　
・ 活動服・救急服のファスナー仕様化

・ アポロキャップの採用

・ セパレート型防火衣の導入

・ 夏制服の仕様変更

    ③

・ 訓練塔の改修・整備
・ 車両稼働動態モニター（AVM）の配備
・ 個人情報保護用のシュレッダーの配備
・ カラーホースの導入
・ デジタルカメラ・カラープリンターの購入
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11　各年度の審議件数及び審議結果
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＊審議結果のうち、「その他」については平成１１年度より設定
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